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義澤 宣明

平成18年度
食品の安全性に係るリスクコミュニケーション等

に関する調査報告

2007年６月11日

食品安全委員会リスクコミュニケーション専門調査会報告資料
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調査の目的

国内外におけるリスクコミュニケーションの詳細な事例
把握等による知識情報等の蓄積

リスクコミュニケーションの効果の評価

情報発信態勢の評価

消費者意識の把握

特に以下の2点について注目した。
–マスメディアを通じた情報提供
–一般的な消費者の食品安全に関する意識の把握
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調査の全体像
ポイントポイント22：：
総合的な提言総合的な提言
メディアリレーションの視点に注目した総
合的な提言の実施

食品安全委員会
リスクメッセージ

消費者間の口コミ

テレビ 新聞・雑誌 ネット
商品

パッケージ
店頭

（小売、外食等）

食品安全に
強い関心を持つ
消費者

意見交換会等

メディアカバー分析メディアカバー分析

FGIFGI**
（消費者心理の把握）（消費者心理の把握）

メディアトレーニングメディアトレーニング

諸外国の調査諸外国の調査

消費者意識調査（インターネットアンケート）消費者意識調査（インターネットアンケート） ポイントポイント11：：
一般消費者の心理や行動を把握一般消費者の心理や行動を把握
直接対話する機会の少ない一般消費
者の意識調査・把握

*ﾌｫｰｶｽ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ

FSCからのリスクメッセージの流れ

リスク評価

リスクメッセージ作成

リスクメッセージ発信

HP,メルマガ，
意見交換会，
印刷物，
その他

記者レク，リリース等

メディアによる報道等

メディアカバー分析メディアカバー分析

フォーカス・グループ・フォーカス・グループ・
インタビューインタビュー

消費者意識調査消費者意識調査
（インターネットアンケート）（インターネットアンケート）

メディアトレーニングメディアトレーニング

リスクコミュニケーション計画

消費者

認知

関心

理解

判断

行動

メディアリレーションに注目した
リスクコミュニケーションの評価

消費者の意識

・リスクメッセージの認知・理解

・FSCへの信頼感

・メディア報道への感度など

・露出量の評価

・露出内容の評価

・メディア対応スキル

・コミュニケーションスキル

発見した仮説の検証
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欧米諸国の食品安全関連機関におけるマスメディア対
応に関するヒアリング等
調査方法
– アメリカ、カナダ、ベルギー、イギリス、ドイツ、EUの食品安
全に関係する機関を対象としたヒアリング調査を行い、各国
のメディア対応の状況を把握した。

調査結果
– 各国のメディア対応に関して把握した内容

• メディア対応部署の概要・業務内容
• メディア対応部署のスタッフのバックグラウンド
• メディアトレーニングの実施状況
• メディア対応のポイント
• リスク評価の透明性の確保

– 科学的な情報をどのようにわかりやすく伝えるかという共通
課題

• トレーニングの実施
• 事務側と科学者の協力体制強化等

6

欧米諸国から有識者を招いた国際ワークショップの運営、
提言等の取りまとめ(1/2)
調査方法

– 平成19年1月29日から31日（カナダ、オランダ、EUの食品安
全機関から有識者を招いてワークショップを開催）

– メディア対応を始めとした最新のリスクコミュニケーションの
状況について意見交換や議論を実施。



4

7

欧米諸国から有識者を招いた国際ワークショップの運営、
提言等の取りまとめ(2/2)
調査結果（主な提言）

リスクコミュニケーションの評価

– リスクコミュニケーションの評価は目標を明確にし、長期的に組織全体
の機能・役割とも併せて見ていくことが重要である。

「安全」と「安心」

– 国民・消費者それぞれが「安心」できるかどうかを判断するのに、必要な
情報をわかりやすく提供することが重要である。

情報のサマライズ

– 科学的に専門的な文書を分かりやすくリライトするためのチェックリスト
の開発なども有効である。

リスクコミュニケーションとコーポレートコミュニケーション

– 食品安全行政を変えることで信頼を回復しようとしたという背景のある日
本の状況では、コーポレートコミュニケーションは重要である。

リスクコミュニケーターの育成

8

食品安全委員会のリスクコミュニケーションの手法の評価・改善

調査方法

– 食品安全委員会が実施するリスクコミュニケーションについ
て、その手法の有効性・改善を要するポイントを抽出するた
めの調査を行った。具体的には、将来的に導入する可能性
のあるリスクコミュニケーション手法として、以下の2種類の
手法を調査した。

• フォーカス・グループ・インタビュー（FGI）
• 市民パネル

– 手法等を検討するために「リスクコミュニケーション手法評価
検討会」を設置して、今後のリスクコミュニケーション手法の
あり方等について検討を行った。
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FGIの実施状況

実施日

– 第1回 （平成18年9月16日），第2回 （平成18年11月28日）
調査項目

– 食品に関するリスクの認識（第1回、第2回共通）
– 食品のリスクに関する情報源（第1回、第2回共通）
– 農薬や添加物について（第1回）
– 食品安全委員会からの情報の認知（第2回）
– その他（健康情報と安全情報の相違、など） （第2回）
対象者

– 都心より30Km圏内に在住する30代女性、子供有り、専業主婦
（パート含む） 6名（第1回、第2回共通の属性）

10

結果の整理

第1回FGI（青字）

第2回FGI（赤字）

情報発信者に対する認識

一般消費者

消費者のリスク認知

マスメディア

その他

生鮮食品
－残留農薬（特に中国産野菜）
－米国産牛肉（BSE）
－国産については安心感

加工食料
－添加物（着色料、保存料）

産地情報
「無添加」表示
裏面の成分表示は見ない

現実的には添加物などに不安はあっても
使わざるを得ない

公的な認証マークはほとんど認知されていない

夕方の報道番組
新聞（信頼は高いが
テレビほどの影響はない）

学校教育（家庭科など）

生協（消費者の立場との認識）

どこかで聞いた気がする。

メッセージはメディアを通じて認知されてい
るが、ＦＳＣからとは理解されていない。

公的なものであり、信頼感はある。

体系的なリスク情報をもっと触れやすく。

農薬や添加物の使用にも一定の理解

生鮮食品
－残留農薬（特に中国産野菜）
－米国産牛肉（BSE）
－国産については安心感

加工食料
－添加物（着色料、保存料）

無添加、生産者の名前や顔、
共感できる情報（主婦目線、生活実感）
などに安心感を抱く

産地情報
「無添加」表示
生産者の名前や顔

テレビ、新聞に加えて、
インターネット、口コミ、生協
などから幅広く情報を得ている

インターネットを利用した
積極的な情報探索

主婦目線を持つ評論家
大学教授
生協（より厳しい安全基準） 権威のある情報には一定の信頼感がある

（ニュース報道、専門家）

聞いたことがある。
メッセージはメディアを通じて認知されて
いるがFSCからとは認知されていない。
「国の隠れ蓑」と不信感を持っている。
科学的評価の能力には信頼がある。

「リスクは非常に小さい」といわれても
不信感は消えない。結局リスクはゼロでは
ない。
体系的リスク情報の提供、存在のアピール。

「健康に良い食品を選ぶ」と「食品の安全性に
気をつける」は、ほぼ同義。

パッケージ、POP

食品安全委員会

オピニオンリーダ
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1
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抽出された仮説

食品に関するリスクの認識
– 残留農薬（特に中国産野菜）、米国産牛肉、添加物（着色料、保存料）に不
安を抱く

– 「無添加」「無農薬」「国産」などが、安全で健康に良い食品としてブランド化
– 同時に関心の高い「危険情報」はリスク概念に乏しい消費者にとり「無添
加」など安全イメージの単純な裏返し（“添加物は悪”）として認識

食品のリスクに関する情報源
– テレビ、新聞、インターネット、主婦に共感される著名人等
– 食品業界のマーケッティングにより、消費者の“安全”ブランドイメージが強
化定着される

食品安全委員会からの情報の認知
– 科学的能力への信頼は高いが、リスク概念の理解が困難、消費者の目線
にあわない、などの理由により伝わらない

定量調査（webアンケート）で検証へ

12

市民パネルに関する調査

食品安全委員会が市民パネルをリスクコミュニケーション手法
として導入する場合の課題
– 市民パネルの代表性
– リスク評価以外の分野の専門家パネルの設置
– 市民パネルの議論の扱い

市民パネル利用の可能性
– コンセンサス会議という形式に必ずしもこだわらなければ、食品の安全
に関して、専門的な知識を伴うテーマについて、専門的な情報を集約す
るツールとして、市民パネルによる議論が利用できる可能性はある。

– 市民パネルによる議論のために揃えられる資料を整理・蓄積して閲覧可
能な状態にすれば、類似の問題に興味を持つ人々に大変有益なものと
なる。

– そのような情報を食品安全委員会のホームページからまとまった形で提
供することも広義にはリスクコミュニケーションの一形態と考えることもで
きる。



7

13

マスメディアを通じた情報発信態勢の強化・改善に係る調査

トレーニング対象

– 食品安全委員6名
インタビュートレーニング

新聞記者（社会部）から食品安全委員への個別取材

トレーニング内容

– オリエンテーション
– 模擬インタビュー
– 講評，意見交換

• 取材対応準備の確認
• 評価のフィードバック
• テレビ取材の場合の留意点

実施時期

– 2006年９月２９日～１０月６日

模擬取材のテーマ
•米国・カナダ産牛肉の安全性
•魚介類等に含まれるメチル水銀の安全性
•残留農薬等のポジティブリスト制度にお
ける食品安全委員会の役割

•食品安全委員会のリスクコミュニケーショ
ンのあり方

•大豆イソフラボンに関するリスク評価結果
•食品添加物に関するリスク評価

トレーニングの様子
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食品安全委員会委員に期待される改善ポイント

伝えたいメッセージを強調すること

– キーメッセージの強調
– プロアクティブな対応

• 記事イメージの想定など
話の長さを短くする

– キーメッセージを提示後に詳細説明へ
– 結論を早く知りたい記者への配慮
資料の活用

非言語表現の活用

食品安全委員会委員と専門家としての立場の区別

16

マスメディア報道とその影響分析に係る調査

過去に食品安全委員会がリスク評価を実施した事例を対象に分析
– 定量的分析 『露出量評価』
– 定性的分析 『露出内容評価』

分析対象事例
– H17年度リスク評価事例

• 【メチル水銀】魚介類等に含まれるメチル水銀に関するリスク評価
• 【BSE国内】我が国における牛海綿状脳症（BSE）対策に係る食品健康影響
評価

• 【BSE輸入】米国及びカナダ産牛肉等に係る食品健康影響評価
– H18年度上半期における食品安全委員会関連記事
対象媒体：新聞記事
– 全国紙（朝日、毎日、読売、産経、日経）
– 共同通信配信記事
– ブロック紙（北海道、河北、中日、中国、西日本）のうち、
共同通信配信記事と重複しないもの

記事検索DBを用いてキーワード検索により各テーマに該当する記事を抽出

露出量評価

露出内容評価
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露出量評価 評価方法

記事の面積
（紙面に占める割合）

図（写真）
表の有無

掲載紙
掲載面

露出量ポイントにより評価

– 記事のレイアウトも考慮した
評価方法

– 記事件数や単純到達読者数
を用いた評価とは異なる結果
が得られる場合がある

見出しの
大きさ

記事のレイアウト情報記事のレイアウト情報

0

20000000

40000000

60000000

80000000

メチル水銀 BSE国内 BSE輸入

朝日 毎日 読売 産経 日経

0.0E+00

3.0E+10

6.0E+10

9.0E+10

1.2E+11

メチル水銀 BSE国内 BSE輸入

朝日 毎日 読売 産経 日経

単純到達読者数 露出量ポイント

新聞社やテーマによっては著しくポイントが変化

18

露出量分析 評価結果

H18年度上半期掲載記事
－記事内容ごとの露出割合－

0.0E+00

5.0E+10

1.0E+11

1.5E+11

2.0E+11

メチル水銀 BSE国内 BSE輸入

朝日 毎日 読売 産経 日経

H17年度リスク評価関連記事
－新聞社ごとの積み上げグラフ－

– BSE輸入関連記事のポイントが高い
– 発行部数に準じて朝日新聞、読売新聞が
大きな割合を占める

– BSEに次いで食品安全委員会に関する記事
の割合が高い

– 特集記事は扱いが大きいため「食品安全委
員会」のポイントの割合が高くなる

BSE

37.7%

香辛料放

射線照射

6.5%

残留農薬

11.2%

その他

11.7%

イソフラボ

ン

8.2%
コエンザイ

ムQ10

4.5%遺伝子組

換え

0.8%

委員交代

1.8%

緊急時訓

練

0.2%

食品安全

委員会

17.3%
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露出内容評価 評価方法

該当記事１つ１つに対して次の項目で評価を実施

リスクメッセージとの整合性

– リスクメッセージ項目を評価対象とする
※リスクメッセージ項目：プレスリリースや専門調査会資料の「まとめ」記載事項

– 各記事ごとにリスクメッセージ項目記載の有無をチェック
事実との整合性

– 分析対象記事における食品安全委員会に関する記事
内容の事実誤認の有無をチェック

論調分析

– 何らかの見解を述べている記事を評価対象とする
– 食品安全委員会に対して「批判的⇔好意的」を分析

20

露出内容評価 評価結果

リスクメッセージとの整合性

– プレスリリース等によって公表されたリスクメッセージは必ず
しも網羅的に報道されていない

– 重要なリスクメッセージが漏れないようなプレスリリースの
改善が必要

– 評価期間の長さについては引き続き検討が必要
事実との整合性

– 誤報の可能性がある記事を数件確認
– 誤報発生理由（情報源等）を明確にし、情報発信方法へ
フィードバックできるような仕組みが必要

論調分析

– 全体として食品安全委員会へ批判的な記事が多い傾向
– 論調を決める内容は有識者から発信されている場合が多い
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消費者の意識調査
調査方法
– インターネットを通じた意識調査（gooリサーチを利用）
– 各回の調査のサンプル数は1000を上回るよう設定
– 国勢調査をもとに、年齢、性別、居住地でサンプリングによる割付を実施

第1回調査結果の時間的な変動の確認，鳥インフルエンザ等第7回（07年3月）

第２回フォーカス・グループ・インタビューの仮説検証等第6回（07年3月）

購買行動（アクリルアミド），購買行動（牛肉）等第５回（06年12月）

第1回フォーカス・グループ・インタビューの仮説検証等第４回（06年12月）

食品の消費行動，新聞記事の重み付け等第３回（06年10月）

購買行動（牛肉），リスクコミュニケーションの認知度等第２回（06年9月）

BSE，大豆イソフラボン，危害要因，情報入手の手段等第1回（06年7月）

テーマ調査項目

22

消費者の意識調査（調査結果の例１）
「安全性への確保」と「食生活への満足度」クロス集計

10.9 77.3

71.1

78.1

10.2

21.4

16.5

4.7

4.8

1.6

2.7

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安全性は確保されている

安全性は確保されていない

分からない

とても満足している まあ満足している あまり満足していない まったく満足していない

n=256

n=415

n=407

「安全性は確保されている」と考える消費者の方が、「安全性は確保されていない」
と考える消費者よりも、食生活の満足度は10%ほど高い。ただし、「安全性は確保さ
れていない」と考える消費者の約75%も「食生活に満足している。
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消費者の意識調査（調査結果の例２①）
食品安全委員会からのメッセージわかりやすさ

24

消費者の意識調査（調査結果の例２②）
食品安全委員会からのメッセージわかりやすさ
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消費者の意識調査（調査結果の例２③）
食品安全委員会からのメッセージわかりやすさ

n=1,100

わかりやすい（わかりにくい）理由

4.3%

28.5%

16.4%

60.8%

30.4%

2.8%

26.2%

17.0%

22.3%

1.1%

45.6%

1.3%

3.9%

1.3%

12.9%

44.7%

4.2%

4.9%

9.7%

32.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

専門用語を使っている

日常的に話される言葉を使っている

正確で厳密な説明をしている

ポイントを絞って説明している

安全か危険かを断定している

長い文章で詳細な説明をしている

短い文章で簡潔な説明をしている

箇条書きになっている

図やイラストが多い

図やイラストが少ない

「わかりやすい」もしくは「どちらかというとわかりやすい」

「どちらかというとわかりにくい」もしくは「わかりにくい」

8.1%

40.1%

23.7%

22.8%
5.3%

わかりやすい どちらかというとわかりやすい

どちらでもない どちらかというとわかりにいくい
わかりにくい

n=1,100

n=530
n=309

26

消費者の意識調査（調査結果の例３）
食品安全を確保するための行政の取り組み

46.8

52.6

26.3

29.4

16.4

18.1

27.9

26.3

51.7

57.0

65.5

69.6

13.9

15.6

16.4

15.8

31.2

34.8

59.4

53.5

56.5

54.9

56.4

58.2

39.2

34.3

29.3

25.3

55.4

51.6

53.3

54.1

55.0

49.5

9.9

12.4

19.3

20.1

11.2

10.7

5.9

4.5

23.1

22.7

22.3

20.5

8.8

10.0

5.5

5.0

4.0

4.9

7.0

5.8

6.7

4.6

44.9

40.6

5.3

3.7

2.9

2.5

0.5

0.7

0.5

1.1

2.4

2.0

0.5

1.6

0.5

1.0

0.4

0.6

2.7

3.2

2.3

2.8

1.5

1.2

3.7

2.4

2.5

2.6

2.0

2.1

3.5

3.2

3.3

3.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第7回

第1回

第7回

第1回

第7回

第1回

第7回

第1回

第7回

第1回

第7回

第1回

第7回

第1回

第7回

第1回

第7回

第1回

非常に重要である 重要である あまり重要ではない 全く重要ではない わからない

マスコミを通じた食品の
安全に関する情報提供

インターネットによる食品
の安全に関する情報提

供

季刊誌、パンフレットによ
る食品の安全に関する

情報提供

消費者からの相談窓口

の設置

事業者等の監視（指導
や検査）の徹底

違反や危険に関する情

報のあった場合の速や
かな公表

食に関する講習会の開
催などの啓発事業の実

施

消費者、生産者、事業

者、行政が集まって意見
交換できる機会の提供

学校等で子供達に食品
安全に関する教育を実

施

第7回 n=1,106

第1回 n=1,092
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消費者の意識調査 まとめ
世論調査結果等との比較
– 大きな傾向は一致していることが分かった。web調査は世論調査に置き換
わるものではないが、概ね同様の傾向を示す調査であり、今後もこの点に
注意してweb調査を進めていくことが重要である。

消費者の食品選択行動やリスク認知の規定要因
– アクリルアミドによる意識調査の結果から、これまで消費者に広く知られて
いない食品リスクであっても、一度認知されれば消費行動に影響を与える
可能性があり、不適切な情報提供がなされば、消費者の極端な買い控えを
誘発する可能性があることが分かった。

フォーカス・グループ・インタビュー（FGI）との関係
– FGIで得られた仮説の検証を行った。

• 農薬ベネフィット認識の方が添加物よりも大きい。
• 添加物の機能別にベネフィット認識に違いがある（見た目とうについては低い）。
• 「無添加」表示にたいする消費者の意識は他の表示情報よりも強い。

28

今後の課題(1/2)
諸外国のリスクコミュニケーション手法に係る調査
– 科学的な情報をどのようにわかりやすく伝えるかに代表される重要テーマ
に注目した、国外の最新のリスクコミュニケーションの状況に関する調査の
継続。

– 国際的な交流の場としてのワークショップの継続実施。

食品安全委員会のリスクコミュニケーションの手法の評価・改善
– フォーカス・グループ・インタビューとインターネットアンケートを相補的に組
み合わせ定型的に実施できる方法論の構築。
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今後の課題(2/2)
マスメディアを通じた情報発信態勢の強化・改善に係る調査
– 情報発信をする立場の委員の役割・任務に配慮したトレーニング
– ノンバーバル表現の強化
– 事務局との連携体制を視野に入れたトレーニング
– 継続的なトレーニング

マスメディア報道とその影響分析に係る調査
– ポイントを絞ったメッセージで構成されるプレスリリースによるメディアへ
の情報発信

– メディアカバー分析手法の継続的な検討
– メディアカバー分析結果のフィードバックプロセスの確立

消費者の意識調査
– インターネットアンケート調査の特性に留意した、継続的な調査の実施


